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1. はじめに：⼒の論理の復権と、戦後秩序の動揺 

 「正義は⼒の等しい者の間でこそ裁きができるのであって、強者は⾃らの⼒を⾏使し、
弱者はそれに譲る、それが⼈の世の習いというものだ」1。紀元前 5 世紀、トゥキュディ
デスが『戦史』でアテナイ使節の⼝に託したこの⼀節は、2000 年以上の時を超えて歴史
に韻を踏み続けてきた。今⽇においても、ロシアによるウクライナ侵攻、中東における武
⼒衝突や軍事攻撃、東・南シナ海における⼀⽅的な現状変更の試み、そして⼈⼯知能
（AI）という新たな「⼒」の登場など、枚挙に遑がない。 

 そもそも戦後の国際秩序とは、こういった⼒による⽀配の論理を、法の⽀配、⾃由⺠主
主義的な国際機構、そして⾃由貿易体制によって抑えようとする壮⼤な実験であったはず
である。しかし、今⽇私たちの前に⽴ち現れている国際社会の姿は、私たちが⽬指してき
た理想に対する揺さぶりである。本論考はこうした事態の背後の構造を、正義の多極化と
いう観点から分析し、それに対して⽇本外交が積み上げてきた信⽤の軌跡をたどった上
で、これからの⽇本が⽰すべき姿を構想する。 

 

2. 問題の整理：正義の多様化と新たな「⼒」の登場 

 今⽇の国際秩序を揺さぶる問題は三つに分けられる。⽶国の理念が後退し、中露の理念
がそこに広がり、⾮国家主体が国家の領域に踏み込んでいることである。 

 第⼀に、そして最⼤の問題は、秩序を⽀えてきた⽶国⾃⾝の変化である。⽶国の外交官
ジョージ・ケナンが論じたように、⽶国の外交政策は、国内における連邦制のような調和
を、国際社会でも実現しうるという信念に突き動かされてきた2。しかし、この信念のも
とに⽬指されたリベラル国際秩序は、かえって⽶国の内政⾃⾝に深い傷を負わせてしまっ
た。こうした秩序を守るために本当の意味で命を差し出してきたのは、ワシントンのエリ
ートではなく、地⽅から戦地へ派遣される庶⺠であったからだ。イラクへの派兵経験があ
るヴァンス副⼤統領は、⾃著において、対テロ戦争の戦闘員が⾃分たちの近隣から不釣り
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合いに多く動員されてきたという中⻄部の地域社会の不満を綴った3。こうした地域は、
⾃由貿易による製造業の⼤量失業の中で労働組合のコミュニティーが弱体化し、政策決定
から実質的に排除されてきた4。⽶国第⼀主義は単なる利⼰主義ではなく、今⽇の国際秩
序の代償を払わされ続けてきた⼈々が、最後の救済先として頼った正義である。そこで問
われるのは、⽇本がこの痛みを理解し、共感し、⽀えてきたかということである。⽶国が
内向きになる時代にあってこそ、法の⽀配を⽀える⼒と意思を⽇本⾃⾝が持たなければな
らない。 

 第⼆に、⽶国の後退によって⽣じつつある空⽩に、各国が固有の正義を流し込んでいる
ことである。ロシアは、ロシア⼈とウクライナ⼈の「歴史的⼀体性」5を根拠として、ウ
クライナ侵攻を⾏った。また、中国共産党にとって「法の⽀配」とは、14 億⼈の統治を
⽬的とする上で権⼒者によるトップダウンの統制を是とする韓⾮⼦的な法治主義である
6。そうした内政の価値観が外交政策に反映され、南シナ海仲裁判断の無視、債務の罠、
台湾海峡における軍事演習などの形で、周辺国を脅かしている。 

 第三に、国家の外側から法を揺さぶる主体が、急速に国際秩序の主役に躍り出ている
ことである。先端技術を独⼒で開発する体⼒を失った各国政府の傍らで、⾃由市場の論理
のもとで膨張したテック企業とその AI は、軍事作戦の意思決定や監視といった、かつて
政府が引き受けてきた領域に踏み込み始めている。AI開発企業の経営者からは、テック
企業を含むあらゆる権⼒主体が AI を悪⽤しうるというリスクへの危機感や7、核による抑
⽌の時代に代わり AI による抑⽌の時代が始まったとする認識が共有されている8。実際、
⽶国では AI企業が政府への基盤モデルの提供を制限する事例も⽣まれており、AI の開
発・利⽤に関する国際的なルール形成のための、官⺠を交えた議論が求められている。 
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 上記の問題が⽰すのは、各主体の「正義」が多様化し、ときに⼒によって押し付けられ
るなか、それを抑⽌する⼒も失われつつある危機的状況である。⽇本は、⾃らが⽴脚し、
かつ国際社会で⼀定の合意を得うる正義や規範を⾒せなければならない。 

 

3. 戦後⽇本外交が積み上げた「信⽤」の軌跡 

 それでは、今こそ⽇本が⾒せるべき「正義」とは何か。それは、戦後⽇本外交が育てて
きた「信⽤」の蓄積に⾒出すことができる。戦後外交の礎を築いた吉⽥茂は、⽇本外交
を、対⽶親善に基づく国際正義のもとで、先の⼤戦で失った国際信⽤を回復していく営み
と位置付けた9。この理念は、福⽥ドクトリン、⾃由で開かれたインド太平洋（FOIP）、
積極的平和主義などの形で継承され、⽇本はこの信⽤を着実に積み上げてきた。 

 第⼀に、疲弊する⽶国に対しては、共感と補完の歩みを重ねてきた。いわゆる「湾岸の
トラウマ」を契機に、1992 年に PKO協⼒法が制定され、その後はカンボジア PKO、イ
ンド洋補給⽀援、イラク復興⽀援と、⽇本は憲法上の制約のなかで秩序の受益者から担い
⼿へと責任を果たしてきた。また⽇本は、⽇⽶韓・⽇⽶⽐・⽇⽶豪印などのミニラテラル
な枠組みで⽶国の負担を軽減しつつ、インド太平洋地域への関与を強めてきた。⽇⽶関係
の焦点が経済問題へと⼤きく動いた今⽇、5500億ドルの対⽶投資合意のもとで、製造業
やエネルギーなど10、地域社会の再⽣のために必要な産業への投資が進められている。⽇
本は、同盟における役割を、変化する⽶国に合わせて⾃ら担い直すことで、⽶国や周辺国
からの信⽤を得てきたのである。 

 第⼆に、⼒による現状変更の被害を受ける地域や法の⽀配の理念を共有する諸国に対し
ては、開発援助の枠組みによって⼒強く⽀援してきた。その⼀例が教育⽀援であり、留学
⽣受⼊を通じて法の⽀配を⽇本で学んだ⼈材が各国の指導者層へ育っている。加えて、ウ
クライナ難⺠を受け⼊れるポーランドへの ODA再開や11、OSA によるフィリピンへの監
視レーダー供与も始まった12。同時に⽇本は、あるべき援助の議論を主導してきた。中国
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も出席した 2019年の G20 ⼤阪サミットで「質の⾼いインフラ投資」原則の採択を主導
し13、中⼩国を債務の罠から守る国際規範を打ち⽴てた。 

 第三に、AI の脅威に対しては、⽇本は積極的に規範形成に関わってきた。2023年の
G7広島サミットを経て⽴ち上げられた広島 AIプロセスは、責任ある AI開発の国際指針
として国際社会に⼤きな影響を与えてきた14。⽇本は強⼒な基盤モデルこそ開発に遅れを
とっているが、半導体、データセンターなど供給網の要となりつつある。加えて、⽶国の
AI企業幹部を招くなど、政治主導の⼈脈形成も進めている。 

 ⽇本は、⽶国への共感、開発援助による中⼩国⽀援、AIガバナンスの主導を通じて、
国際秩序の担い⼿として信⽤を得てきた。いま問われているのは、その信⽤の蓄積をいか
に新たな時代へ展開していくかである。 

 

4. 揺らぐ国際秩序を⽀えるための三つの提⾔―結語にかえて 

 正義が多極化した時代において、⽇本はどのように、独⾃の正義のあり⽅を提⽰し、国
際秩序を主導することができるか。以下に三つの提⾔を⾏いたい。 

 第⼀に⽶国との関係においては、内向きになる⽶国に経済⾯で寄り添いながら国際社会
への関与復帰を促しつつ、安全保障⾯でその負担を補完する体制を築くべきである。⽇⽶
経済協⼒に関しては、対⽶投資を地⽅の製造業に集中させ、⽶国が再び世界に関与するた
めの基礎体⼒を取り戻すことを⽬的とすべきである。そのためには、主要都市に偏らず地
⽅都市にも政治家や外交官を派遣し、同盟国として南部・中⻄部の声に⽿を傾け、両国に
資する政策へとつなげていくことが必要である。加えて、⽶国のみに抑⽌の役割を担わせ
ないためにも、また衰退するマルチラテラリズムを補うという意味でも、⽇⽶韓・⽇⽶⽐
などのミニラテラル協⼒を制度化し、強化していくことが重要である。 

 第⼆に、FOIPのビジョンに則り、アジア、アフリカ、太平洋島嶼国への ODA や
OSA を強化することで、地域として中露の⼒の論理に対抗できる抑⽌の向上を⽬指すべ
きである。同時に、抑⽌は安⼼供与とセットでなければならない。⽇中、⽇露間のチャネ
ル構築や⺠間交流のための外交努⼒を絶やさず、⽇本が望むのは分断ではなく安定である
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とのシグナルを出し続けるべきである。冷戦の終結が、封じ込め政策と並⾏したデタント
期の経済的・⼈的交流の延⻑線上にあったという歴史の教訓は15、いまなお⽰唆に富む。 

 第三に、AI の脅威に応える、広島 AIプロセスの常設サミット化を提案する。AI は気
候変動と並ぶ⼈類共通の課題でありながら、現状は技術を持つ⽶中に規範形成の主導権が
集中しがちな構造にある。⽇本は広島 AIプロセス発出国としての正統性を活かし、G7、
同志国、FOIP要衝国、グローバルサウス主要国から政治家、開発者、経営者、学者を招
き、AI アライメントやハードローの形成を⽬指す AIサミットを⽇本で開催するべきであ
る。 

 先の⼤戦で学んだ⼒の論理の失敗から、⽇本には⾏動しなければならない責任がある。
⽇本国憲法の前⽂は、「平和を愛する諸国⺠の公正と信義に信頼して、われらの安全と⽣
存を保持しようと決意した」と宣⾔した。法の⽀配が蹂躙され、分断の深まる世界に対
し、⽇⽶同盟、国際援助、そしてルールに基づく枠組みに裏付けられる公正と信義によっ
て応える。それは相⼿が国家であれ、⾮国家であれ、⼈間であれ、⾮⼈間であれ、変わら
ない。私たちはこの正義を信じ抜き、外交政策として、世界に差し出さなければならな
い。 

 

（本⽂ 3986 ⽂字） 
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